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年 主 催 者 タ イ ト ル 講 演 者 所 属
1982 建設重機部会 香港の将来について 吉田 実 朝日新聞
精密機械部会 1997年問題を考える―サッチャーの9月訪中を前に 吉田 実 朝日新聞
電器電子部会 中国の対香港政策について 吉田 実 朝日新聞
農水産部会 最近の中国事情と香港の将来について 吉田 実 朝日新聞
雑貨部会 香港の政治経済面に関する現状及び将来の見通し PhilipTai AsiaMercantileAgency
雑貨部会 1997年にからむ香港の将来について GrahamJenkins 香港商会
金融部会 香港経済の現状と将来 玉尾豊光 野村総合研究所
運輸保険部会 最近の中国情勢と香港の将来 吉田 実 朝日新聞
1983 繊維部会 中英会議と香港の前途について 吉田 実 朝日新聞
建設重機部会 中国の対香港政策 土田真靖 朝日新聞
金融部会 1997年問題にからんで香港経済及び香港ドルの見通しについて 岡崎 正 東京銀行
雑貨部会 中英交渉について 西田雄一郎 時事通信社
雑貨部会・小売流通分科会 1997年問題・香港の将来についての中国情報 吉田 実 朝日新聞
観光サービス部会 最近の中国情勢と香港の将来について 吉田 実 朝日新聞
1984 繊維部会 中英会談と香港の前途について 吉田 実 朝日新聞
繊維部会 OneCountryTwoSystems 鮫島晋助 朝日新聞
化学品部会 中英交渉の最近の状況と今後の見通し 土田真靖 毎日新聞
化学品部会 香港返還問題―中英合意をめぐって 鮫島晋助 朝日新聞
建設重機部会 中国の対香港対策 土田真靖 毎日新聞





雑貨部会 中英交渉合意の意味するもの 西田雄一郎 時事通信社
金融部会 仮調印後の香港問題 土田真靖 毎日新聞
運輸保険部会 中英交渉を巡って 吉田 実 朝日新聞
1985 建設重機部会 香港の政治改革と中国の出方 鮫島晋助 朝日新聞
電器電子部会 中国の近代化と香港の将来 小林 収 日本経済新聞
1986 農水産部会 1997年に向けての強気説と弱気説 小林 収 日本経済新聞
1987 繊維部会 香港の代議制レビュー及び基本法起草をめぐる諸問題 市橋康吉 日本総領事館
建設重機部会 香港の返還とマカオの返還について 鮫島晋助 朝日新聞
金融部会 香港の将来問題 小林 収 日本経済新聞
1988 化学品部会・製造業分科会 基本法と香港情勢 鮫島晋助 朝日新聞
電器電子部会 基本法と移民問題をめぐる89年香港の社会情勢 エミリー・ウラ ファーイスタン・エコノミク・レビュー
農水産部会 香港特別行政区の基本法案起草について 北村隆則 総領事館領事
雑貨部会 香港経済の行方と97年問題 土井 巧 香港上海銀行
運輸保険部会 香港の1997年問題について 中園和仁 日本総領事館





金融部会 中国政権後の香港経済・株式市場の見通し 植木博士 日興リサーチセンター
農水産部会 天安門事件後の香港経済と株式市況の見通し 植木博士 日興リサーチセンター
雑貨部会 天安門事件と中国の動向 上村幸治 毎日新聞
雑貨部会 天安門以降の香港経済 植木博士 日興リサーチセンター
運輸保険部会 6.4事件以後の香港の労働事情 南部恵次 テンポラリーセンター































































































































































































北京 香港 政 治 動 向 経 済 動 向
1回 1990 7月7・8日 北京 懇談会＋ゴルフ大会⇒定期的開催決定




















































































































15回 1998 2月6・7日 香港 23 47
北京 鄧小平路線の確認，日中関係良好 金融改革，国有企業改革
香港 返還後の一国二制度の行方は杞憂 アジア通貨危機の影響と対応
16回 1998 10月16・17日 北京 n.a. n.a.
北京 経済運営の3大目標 経済運営の3大目標，内需拡大策
香港 香港政治の変化 金融危機の影響
17回 1999 2月5・6日 香港 26 40
北京 3大改革（行政・金融・国有企業）の進状況 台北商工会の本交流会への合流問題
香港 経済悪化による政治的影響の拡大 大富豪事件，経済界の不満の高まり
















































































































































回 年度 月日 場所 議 題


















5回 2003 11月21日 香港 「港珠澳大橋プロジェクト」（英語）
基調講演 ①「CEPAとそれが及ぼす香港・華南経済への影響」
②「中国における台湾企業の動向」








































お わ り に
アジア途上国においては，進出外国企業が受入国の経済発展において大きな役割を果たしてい
る。これらの外国企業は，受入国政府の政治体制，経済政策などの規定を受けることになる。ま
た，受入国政府の政治体制，経済政策等が変化する場合，外国企業はその変化がもたらす問題に
対応していかなければならない。そのためには，外国企業が受入国政府の政治体制，経済政策が
変化する過程で抱えた問題を解決するための情報が必要となる。進出先に設立された外国の経済
団体が，国境を超えて問題解決の為の情報交換の役割を果たすことが出来ると考えられる。
本稿では，香港の経済発展を3段階にわけ，中英間で香港返還問題を巡って英国主導の政治体
制，経済政策が中国主導へと変化する中で，日本企業が中国に対していかなる問題を抱えたかを
明らかにした。そして，それらの問題に対応するために必要とした情報の内容，情報収集・提供
に果たした「北香交流会」の対応過程を中心に検証した。その結果は，以下のようにまとめるこ
とができる。
第2章では，香港政庁のレッセフェール経済体制下で経済活動を展開していた日本企業が，中
英間での香港返還交渉を巡り，1997年以降，英国あるいは中国いずれの主権の下で，いかなる
政治・経済体制が維持されるのかといった情報を必要とし，香港日本人商工会議所の各部会の講
演会活動を通じて，香港サイドで情報を入手・共有化していく過程を明らかにした。レッセフェー
ル経済体制下では，日本企業は地場企業ならびに外国企業との競争に対応するために，香港経済・
社会に関する情報を必要とし，それらを会員企業が講師として講演会を開催し，部会員に提供・
共有していった。しかし，香港返還に関しては，中英関係に関する政治・経済的情報が必要であ
り，会員企業では対応できないため，講師を務めたのは世界的ネットワークを有する新聞社など
の報道機関であった。
第3章では，天安門事件を契機として民主化を巡り中英間が分裂していく中で，中国の香港関
与が強まる。日本企業は中国政府の情報を入手する必要に迫られ，「北香交流会」を通じて北京・
香港間で情報を入手・交換・共有化していく過程を明らかにした。民主化を巡り中英の対立が激
化すると，中国の香港への関与が強まるため，日本企業は中国政府の外資政策，中国のビジネス
慣習などに関する情報を必要とするようになった。在北京の中国日本商工会議所・大使館，香港
日本人商工会議所・総領事館が官民一体となって，情報収集・交換・共有化に努めていったので
ある。返還が終了した2000年には，「北香交流会」は役割を終えることとなった。
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第4章では，香港返還以降，香港・広東省の経済一体化，WTO加盟が進むようになる。日本
企業は広東省における経済活動に必要な税制度等実務面での情報を必要とするようになった。香
港日本人商工会議所からの働きかけで設立された「粤香連絡会」が，広東省との情報交換の場を
果たすこととなった。同連絡会では，正式な経済団体として認可されていた香港商工会議所は政
府への陳情窓口の役割を求められた。一方，非公式な団体である在広東省商工会は情報提供を行
う。しかし，中国側の環境変化によって，同連絡会では香港の役割は不要となり，情報交換を目
的とすることとなった。香港側は存続を希望したものの，広東省が負担に感じるようになったた
め，第6回の連絡会を最後に閉会となった。同会は十分に機能することができなかったといえる。
このように，香港返還を巡って中英関係は，交渉開始，協力，断絶と変化してきた。その各段
階において生じた中国の対香港政策に関して，会議所では必要な情報を講演会ならびに，「北香
交流会」を通じて情報交換を行ってきた。しかし，香港返還以後に香港と広東省の間で設立され
た「粤香連絡会」は，広東・香港側団体の目的に差異が生まれたため，情報提供・共有の役割を
果たすことはできなかった。公認団体であり事務局も有する香港日本人商工会議所に対して，非
公認団体である在広東省日本人経済団体にとって，連絡会開催が負担となってきたのである。
以上のような香港日本人商工会議所が中国日本人商工会議所との間で設立した「北香交流会」，
および「粤香連絡会」といった官民合同連絡会を通じて，進出先国に設立された経済団体が国境
を超えて，情報交換に果たす次のような役割が明らかになった。
一つは，国を超えて情報収集・提供の役割を，果たすことができることである。進出日本企業
は，政治・経済制度が異なる他の地域における日本人商工会議所と連携して，相互に情報交換を
行うことが可能である。
二つに，異なる地域の商工会議所は正式に認可された経済団体として，会員企業が共通して抱
える問題に対して，協力して進出先政府に提言することが可能である。
三つに，双方の抱える問題が共通しない場合，経済団体は情報交換の役割を十分に果たすこと
ができないことである。
グローバル化が進展する中で，在アジア日本人商工会議所は共通の課題を抱える他の経済団体
と，大企業，中小企業，国境，地域を超えたオープンな情報交換のシステムを構築していくこと
を求められているといえる。
（1） 戦後香港の発展要因としては，公共施設の完備，良質な労働力と資本の流入，地場および大陸の市
場，外資と香港資本の提携，流通サービスの完備，自由港としての英連邦特恵制の適用，関税貿易一
般協定（GATT）や多種繊維協定（MTA）などの国際貿易取り決めの適用など，複数の要因があげ
られる（中嶋，217218ページ）。
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注
（2） 2社5綿は，三菱商事，三井物産に，関西5綿と呼ばれる伊藤忠，丸紅，東洋綿花（後のトーメン，
現・豊田通商），日綿実業（後のニチメン，現・双日），江商（現・兼松）である。
（3） 中英交渉の過程は，大泉，24ページを参照のこと。
（4） 同調査によると，直接的な影響としては，香港，中国，その他海外での売り上げが減少，中国
での生産に支障をきたした，中国産原材料品質悪化，供給の不安定をあげている。
（5） 鵜飼敏哉事務局長は当時の様子を，次のように記述している。「当時，香港では日本のマスコミに
向けて悲観的な報道を発信するのが常となり，在香港日本企業は毎日のように，本部からの事情照会
の応援に悩まされるような仕儀と相成った。会議所役員からも問題提起があり，新聞記者達を招いて
当時の日本人倶楽部において，昼食懇談会を開催したことがある（途中省略）。あまり，悲観的報道
が多いと，本部への説明に追われるだけでなく，例えば，本来香港ないし華南に投資しようという方
向であったプロジェクトが，他の地に向けられてしまうということにもなりかねず，それでは困るの
で善処願いたいというのが，会議所の主張であった」（『香港日本人商工会議所30年史』，267ページ）。
（6） 在中国日本商工会議所は1980年10月に設立された「北京日本商工クラブ」を母体とし，1991年4
月22日には中国における外国商工会議所の第一号として，中国政府から「中国日本商工会議所」と
して正式に認可された日系企業の団体である。なお，2004年4月22日に，「中国日本商工会議所」
から「中国日本商会」へ名称変更した。商会は会員の円滑な事業活動を支援するとともに，日中間の
経済交流の活発化を通じて，日中友好を促進することを目的としている（中国日本商会，ホームペー
ジ）。
（7） 財前は1989年～1990年まで香港日本人商工会議所第11代会頭を務めた。その後，1991年から3
年間北京に駐在，最初の仕事は日本人商工会議所の設立であったと次のように述べている。「実質的
に結社の自由がないのでとても苦労した。上海にいる日本人同士でもあまり意志の疎通をしないこと
に驚いた。恐れているのではないが，なんとなくそうなってしまう。人間，空気がわかりますから」
（「第71回『右脳インタービュー』」，2011年10月1日）。
（8） 第2回交流会は，1991年1月24・25日に香港で開催される予定であったが，1月17日に湾岸戦争
が勃発したため中止となった。在北京日本人首席駐在員には，任地を離れるべからずとの指示が日本
の本社から出され，香港を訪問することが出来なくなった。北京からの連絡を受けて，香港日本人商
工会議所定例理事会では，中止もやむを得ずとの判断から無期延期を決定した（「理事会議事録」
1991年1月17日）。
（9） 野村総合研究所は会議所が年1回発行している『香港経済の回顧と展望』の「総論」を担当執筆，
3月の経済講演会（香港財政長官の予算演説の後，香港経済の見通しの講演），秋の日本・香港経済
合同委員会へのオブザーバーとしての会頭報告の基礎となるアンケートを，野村総合研究所が自ら主
な会社30社ばかりを調査してくれていた。当時日興証券のなかに調査部門があり，時々会議所の部
会に講師として来ていたが，リサーチ会社としては他になかった。
（10） 日本側代表団は，北京大使館員，香港総領事他，香港日本人商工会議所から構成される9名であっ
た。
（11） 台北市日僑工商会からは，2～3年前から参加したいとの申し出があった。香港領事館，北京日本
大使館，両商工会議所の了解があれば了承することとし，第11回交流会への出席はトライアルとし
て進め，北京側の同意を得て認めることとした。その後，北京大使館，商工会議所の同意を得て，台
北から1名出席することとなった（「第161回定例理事会議事録」1996年1月8日）。
（12） 上海日本商工クラブは，2004年中国関係機関の協力を得て，民営非営利組織として正式に認可さ
れた。
（13） 華南は福建，広東，海南の各省を示すが，本稿では広東省と香港の経済関係に焦点をおいている。
（14） 香港日本人商工会議所は，すでに広東省内商工会連絡会にオブザーバーとして2回出席していた。
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TransferoftheSovereigntyofHongKongand
theHongKongJapaneseChamberofCommerceandIndustry:
TheCaseoftheHongKongBeijingJapaneseChamber
ofCommerceandIndustryExchangeMeeting
SumikoKAWABE
Abstract
JapanesecompaniesinAsiancountriesaretosolveproblemstheyfaceinthosecoun-
triesaccordingtotheirpoliticalandeconomicchanges.Itisoftheutmostimportancefor
Japanesecompaniestocolectinformationinordertoadjusttothepoliticalandeconomic
changes.
ThisstudyanalyzedtheroleoftheHongKongBeijingJapaneseChamberofCom-
merceandIndustryExchangeMeetingrelatedtocolectingandprovidinginformation
thatmembercompaniesneededontheprocessofthetransferofthesovereigntyofHong
Kong.Theresultsareasfolows:（1）Japaneseeconomicassociationsindifferentcoun-
tries/regionscancopewithcolectingandprovidinginformationacrosstheborder.（2）
Authorizedeconomicassociationsindifferentcountries/regionscancopeandpropose
ideas/opinionstothegovernment.（3）However,whenthoseeconomicassociationsdonot
sharetheircommoninterests/problems,theyareunabletocopeincolectingandprovid-
inginformation.
Keywords:transferofthesovereigntyofHongKong,information,Chinesegovernment,theSino
BritishtalksonHongKong,theHongKongBeijingJapaneseChamberofCommerceand
IndustryExchangeMeeting,theHongKongGuangdongProvinceJapaneseEconomic
AssociationLiaisonMeeting
